第７号様式（第９条、第21条、第25条関係）

事業報告書等提出書

年　　月　　日　
岐阜県知事　　様

主たる事務所の所在地

特定非営利活動法人の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　
　特定非営利活動促進法第29条（同法第52条第１項（同法第62条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により、前事業年度の事業報告書等を提出します。
備考　１　次の書類を各２部添付すること。
(1) 前事業年度の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び活動計算書

(2) 前事業年度の年間役員名簿（前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿をいう。）
(3) 前事業年度の社員のうち10人以上の氏名及び住所又は居所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）を記載した書面
２　２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人又は特例認定特定非営利活動法人が法第52条第１項（法第62条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、所轄庁以外の関係知事に提出する場合には、提出先の団体が定めるところによること。
作成例（以下の内容が網羅されていれば他の形式での提出も可）

○○年度の事業報告書

○○年○○月○○日から○○年○○月○○日まで


特定非営利活動法人○○○○

１　事業の成果

・以下の事業を実施した。

・ホームページの開設のための議論の検討結果は、通常総会において実施の承認が得られた。当該ホームページは、３月１日から開設している。


２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

	事 業 名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の

実施日時
(B)当該事業の

実施場所

(C)従事者の人数
	(D)受益対象

者の範囲

(E)人数
	事業費の金額(概算)(単位：千円)

	①環境美化を目的として清掃を行う事業



	・地域の通学路や駅周辺の清

掃を行った。


	(A)５月○日及び９月△日に行った。

(B)○○地域の通学路、△△駅周辺

(C)２０人
	(D)通学路や駅を利用する市民

(E)不特定多数
	１００



	②活動支援を目的として助言を行う事業


	・地域の通学路や駅周辺の清掃を行う活動の実施を検討している他の団体を支援するため、電子メールの利用による助言窓口を開設した。
	(A)３月１日から随時行った。

(B)主たる事務所

(C)３人
	(D)助言を希望する他の団体

(E)１団体


	１５０



	③自然環境の保護に関する講演会を開催する事業
	・大学、行政、他の特定非営利活動法人に所属し、自然環境の保護に関する研究や実務に携わっている方々を招き、講演会を開催した。
	(A)１月○日に開催した。
(B)□□市文化会館

(C)８人
	(D)自然環境の保護に関心がある市民

(E)５０人
	３００

	④普及啓発事業
	・ホームページを開設し、活動内容を紹介する。また、○○について意識の啓発を図った。
	(A)随時
(B)法人事務所

(C)１人
	不特定多数
	５０





(2)　その他の事業
	事 業 名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の実施日時

(B)当該事業の実施場所

(C)従事者の人数
	事業費の金額(単位：千円)

	①会員相互の親睦会の開催
	・会員相互の意見交換のため、親睦会を開催
	(A)年1回(12月)
(B)○○会館

(C)２０人
	１００



	②チャリティーコンサートの開催
	・自然環境の保護に関するイベントにおいて、チャリティーコンサートを開催
	・本事業年度は、実施しなかった。
	－



（備考）
１　２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載する。

　２　２(2)には、定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその他の事業を実施しなかった場合、「実施しなかった」と記載する。

作成例

前事業年度の年間役員名簿

年　　月　　日から　　年　　月　　日まで




特定非営利活動法人○○○○○○

	役職名
	氏　名
	住 所 又 は 居 所
	就任期間
	報酬を受けた期間

	理事長

副理事長

理事

監事


	○○○○

□□□□

△△△△


▽▽▽▽



	○○県○○市○○町○丁目○番○号

○○県○○市○○町○番地○号

・・・・・・・・


・・・・・・・・



	○年○月○日から
□年□月□日まで
○年○月○日から
□年□月□日まで
○年○月○日から
□年□月□日まで

○年○月○日から
□年□月□日まで


	報酬無し
報酬無し

○年○月○日から
□年□月□日まで

報酬無し




（備考）
１　「氏名」、「住所又は居所」、「就任期間」及び「報酬を受けた期間」は、全ての役員について記載する。
２　「氏名」、「住所又は居所」の欄には、住民票等によって証された氏名、住所又は居所を記載する。

３　「報酬を受けた期間」の欄には、報酬を受けたことがある役員はその期間を、報酬を受けなかった役員については「報酬無し」と、それぞれ記載する。

作成例


前事業年度の社員のうち10人以上の者の名簿

　　　年　　月　　日現在
特定非営利活動法人○○○○○○
	氏　名
	住　所　又　は　居　所

	○○○○
△△△△


	○○県○○市○○町○丁目○番○号

○○県○○市○○町○番地○号



（備考）
１　前事業年度の末日現在における社員のうち10人以上の者の氏名及び住所又は居所を記載する。

２　10人以上であれば社員全員を記載する必要はない。
提出書の提出年月日を記載





岐阜県条例施行規則で定められた様式のため、様式どおりに作成





(注)２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人(特例認定含む)は、従たる事務所を設置している都道府県知事宛にも提出





当該事業年度の期間を記載





どのように事業を実施したかを記載





活動予算書で事業費を事業別に区分している場合に記載する。区分していない場合は、任意の記載事項





事業実施により利益を受けた対象者の範囲と人数を記載





実施した事業は、(A)から (E)までの事項をもれなく記載





提出された状態のまま閲覧に供されるため、個人情報等の記載に配慮すること





活動計算書の「事業費合計」と「全体の合計額（記載例では600）」を一致させる





「その他の事業」を行う場合のみ作成する


特定非営利活動に係る事業の事業内容と、その他の事業の事業内容とは、相違点を明らかにして記載する





実施した事業は、(A)から (C)までの事項をもれなく記載





記載する場合には、活動計算書の「事業費合計額」と「全体の合計額」を一致させる





・前事業年度の期間を記載する


・法人成立後初めての報告の場合は、始期を登記事項証明書に記載のある法人成立日を記載





・前事業年度中に役員であった人は全て記載


・年度途中に役員の入れ替えがあった場合は、前任者の記載も必要





理事の職名を定めている場合は、それぞれの理事について職名を記載





ＮＰＯ法上の社員とは、法人の構成員の意味であり、総会で表決権を持つ人のこと





前事業年度の末日を記載





団体会員の場合は、氏名欄に「団体名」、「代表者の肩書」、「代表者名」を記載し、住所又は居所は団体の所在地を記載









